
　丸善リサーチは、税務・会計・M&A
領域の専門書籍や雑誌をオンライン
上で横断的に検索・閲覧できる定額
制WEBサービス。「多数の専門書籍
が出版される中、あらゆる書籍が閲
覧でき、知りたい情報がピンポイント
で探せるニーズがあると判断。それ
がサービス提供の原点となりました」
（株式会社丸善リサーチサービス荒
川大輔氏）。
　最大の特徴は、欲しい情報にいつ
でも、どこでもアクセスできることに
ある。専門家が信頼する出版社の書
籍をコンテンツのベースにしており、
15社（12月1日現在）が提携出版社
として参画している。
　税理士や公認会計士向けの本格
的なこうした検索・閲覧サービスは丸
善リサーチが初めてとされるが、弁
護士向けの法律書籍のリサーチサー
ビスは既に複数存在しており、弁護
士界隈では広く認知されている。とり
わけ、丸善リサーチを共同運営する

Lega l Te chno l og yが提供する
「LEGAL LIBRARY（リーガルライブラ
リー）」は、厳選した書籍と優れたUI
（ユーザーインターフェース）が評判
で、今や弁護士の10人に1人が利用
しているという。法律業界では、リ
サーチサービスの登場によって業務
が効率化しているため、税務・会計業
界でも同様に浸透していくと考えら
れる。
　丸善リサーチの強みは大きく2つ。
1つ目は、専門家が求める書籍が
揃っていることだ。現在のラインナッ
プは合計約300冊で、今後も毎週、新
たな書籍が追加されていく。書籍だ
けでなく雑誌も閲覧でき、今話題の
情報を収集することが可能だ。「書籍
の電子化に懸念を示す出版社もあり
ましたが、法律領域の成功事例や書
店での拡販にも注力することを後押
しに、初期段階からこれだけの協力
が得られました」（荒川氏）。リリース
時から法人税のみならず組織再編税

制、相続・贈与税、事業承継といった
領域の書籍も充実している。
　2つ目は、専門家の業務に沿った
使い勝手を追求している点。税理士
ら専門家は常に時間に追われてお
り、欲しい情報に早く正確にたどり着
きたいというニーズが強い。そのた
め、丸善リサーチは検索機能にこだ
わり、タイトル検索はもちろん、複数
ワードで書籍本文の横断的な検索が
可能となっている。書籍本文検索で
は、ヒットしたページの一部分が抜粋
した形で複数表示され、利用者が欲
しい情報を絞り込みやすくする工夫
がされている。選択すると、該当ペー
ジがキーワードのハイライトと共に閲
覧でき、利用者が知りたい情報をす
ぐに確認することができる。
　さらに、制限はあるものの、閲覧
ページの印刷やコピー&ペーストに
も対応している。「検索機能や閲覧画
面の工夫は、弁護士の満足を満たし
続けてきた『LEGAL LIBRARY（リーガ
ルライブラリー）』のプラットフォーム
を活用しているからこそ、税理士や公
認会計士、事務所のスタッフの方々
にもご満足いただいている」（同氏）と
のことで、実務に寄り添った使い勝手
を実現させている。

　全国に大型書店を展開する丸善CHIホールディングスと、法律専門書の
リサーチシステム「LEGAL LIBRARY（リーガルライブラリー）」を展開する
Legal Technologyが、10月より共同で提供開始したWEBサービス、「丸善
リサーチ」の利用が好調だ。これは税理士や公認会計士向けサービスで、
税務・会計書籍を横断的に検索・閲覧できる新たなWEBサービス。無料トラ
イアルの申込者数はこれまでに5,000人を超え、業界の注目を集めている。

　なお、利用料金は月額1人あたり
3,500円（税別）で、12月1日以降も
10日間の無料トライアルが利用でき
る。税理士法人からの引き合いも多
く、数十名単位でトライアルを実施し
た税理士法人もある。「知りたい情報
にすぐ辿り着くことができた」、「知ら
なかった本に欲しい情報が載ってい
た」、「印刷やコピー＆ペーストが出
来るので情報の整理が楽」など、評価
も上々だ。
　今後、提携出版社との連携をさら
に深めて専門家が必要とするコンテ
ンツをしっかり充実させていく方針。
現在も週に数冊ずつ掲載書籍が増え
ており、今後のラインナップ充実も期
待できそうだ。また、書籍や雑誌だけ
ではなく、国税庁Q&A資料といった
公開資料の掲載も進めるなど、コン
テンツを充実していく構想もある。
　有料課金への移行というハードル
はあるものの、すでに利用ユーザー
が5,000人を超えている状況からも、
待ち望まれていたサービスと言える。
堅調な丸善リサーチの成長とともに、
税務・会計業務がどのように効率化さ
れていくのかにも注目していきたい。

　所長の高齢化と人手不足、さらに
競争の激化等によって、会計事務所
承継問題が話題となって久しい。当
初は大手税理士法人の戦略や、税
理士会などの団体による仲介で行
われてきたM&Aだが、近年では会
計システムベンダーや会計業界関
連会社が事務所承継サポート（仲
介）事業に参画、水面下で活発化し
ている。
　そうしたなか、市場の要望を受
け、弥生（株）（東京・千代田区、代表
取締役 社長執行役員＝前山貴弘
氏）も12月より、会計事務所M&A
サービスを開始する。
　弥生は昨年9月に弥生ユーザー
である中小企業とPAP会員を対象と
して、中小企業のM&Aサポートを行
うプラットフォーム「弥生のあんしん
M&A」を立ち上げたが、今回はその

会計事務所バージョン。企業版と同様
に、「売りたい、買いたい事務所」双方
がプラットフォームに登録し、経験ある
弥生担当者のサポートを受けながら
マッチングを行う仕組みだ。
　会計事務所特有の問題として、買手
側なら希望規模、エリア、準備資金等、
売手側には顧問先対応、価値評価、職
員の継続雇用、それ以外にも売買後の
代表先生の関わり方等、様々な要望が
想定される。弥生の担当者が条件調整
や譲受事務所の設定などのサポート
にあたり、双方にベストなマッチングへ
と導く。M&Aの紹介手数料は、現段階
では取引価額の数％程度としている。
　会計事務所の承継には、M＆Aをは
じめ、それよりも緩やかな事業合流、後
継者紹介など、いくつかのパターンが
ある。今回の弥生のサービスは第三者
承継を前提としたM&Aだが、弥生が

すでに行っている
税理士の開業支
援サポートとの連
携による承継も、
将来的には考えら
れるという。プラッ
トフォームに登録
できる会計事務所
に制限は無いが、実質的には弥生PAP
会員事務所となると想定。弥生PAP会
員は12,600件（令和5年10月）で、「そ
の20～30％程度は何らかの後継者問
題を抱えていると想定されるため、将
来的にはこの50％にサービスを提供
したいと考えている」（弥生パートナー
ビジネス本部サービス企画部の土屋
貴幸部長）という。
　今までの事務所承継サービスは、ど
ちらかと言うと人手による閉鎖的なも
のであったが、弥生が行うプラット

フォームサービスはクローズド的な
要素が高い。「売りたい、買いたい」
の支援だけでなく、会計事務所の顧
問先や職員の引継ぎ先を探してい
るといった案件にも対応していくと
している。事務所承継サービスに新
たな風を吹かせることができるの
か、注目していきたい。
　（写真＝会計事務所M&Aサービ
スの案内があった10月開催の弥生
の新ブランド発表会）
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